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研究成果の概要（和文）：日本の原子力防災システムは安全対策において失敗をしたが、それらはハードウェア
とソフトウェアの側面から分析できる。ソフトウェアは原子力防災を担う三つの組織系統のいずれもが機能障害
に陥ったことである。一つは原子力対策本部の「政府中枢司令部」、二つ目は発電所敷地内で発電会社が中核と
なった「オンサイト司令部」、三つ目が核施設の敷地外にあった「オフサイト司令部」である。それ以外にも社
会的に防災および安全対策を弱体化させる要因があった。市民セクターの警告を軽視する行政と社会の認識不
足、安全対策の人材養成不足と被害者視点の欠如、安全神話の形成に寄与したマスメディア、原子力推進体制を
形作る利益集団である。

研究成果の概要（英文）：Japan's nuclear disaster prevention system has failed in safety measures, 
which can be analyzed from the hardware and software aspects.In software, the three organizational 
systems in nuclear disaster prevention have become dysfunctional.One was the "Government Central 
Command Headquarters" and the second was the "On-site Command Headquarters" operated by a power 
company on the site of the nuclear power plant. The third was the "off-site command headquarters" 
prepared outside the site of the nuclear power plant.There are other factors that have weakened 
disaster prevention and safety measures.It was the government and the society that ignored the 
warning of the civil sector, and was the lack of human resources development of the security 
measures and the victim perspective. And it was the mass media that contributed to the formation of 
the safety myth, and the profit groups that were elements of the nuclear energy promotion system.

研究分野：非営利組織論
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研究成果の学術的意義や社会的意義
日本の原子力防災については福島事故前の体制を基本的に維持しており、「防災計画の策定・実施」は地方自治
体に丸投げした状態にある。つまり日本の「原子力行政のガバナンス」には、福島原発事故以前と同様の不備が
見て取れる。一方、地域住民や脱原発運動を含んだ広い意味での「社会的ガバナンス」には変化が見られる。し
かしそれが現状の原子力体制に与える影響は微弱である。日本政府は原発のみに依存しないエネルギー資源を模
索し、実際の政策もその方向性を維持している。ただ、脱原発を進めるためには、再生可能エネルギーによる安
定的電力供給が必要であり、それは技術的なだけでなく、「経済的・政治的な成功」が要求される。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
近年、STS（科学技術と社会）研究が盛んになり、学会や研究会、ネットワークが多く出来
ているが、研究の多くは科学技術のリスク全体を構造的に描き出す指向に乏しく、問題関心は
倫理、コミュニケーション、社会的合意などの周辺領域に偏りがちである。こうした中で、過
酷事故をもたらすということから喫緊の課題である原子力防災については、とりわけその失敗
やリスク構造の把握に努め、ひいては日本の科学技術の失敗構造を明らかにすることが必要で
ある。それが進展すれば、原子力防災政策の改革に新たな方向性をもたらし、今後の日本の科
学技術政策や STS研究に確かな羅針盤を提供できる。 

 
２．研究の目的 
 原子力防災の失敗は、わが国が全力をあげて原因究明すべき課題である。しかし、過酷事故
につながる原子力防災の失敗は、一つの原因に求められるわけではない。技術的な究明に偏っ
ても、制度的な問題として片付けても、個別事項の解明では自他ともに知る術のない「未知の
領域」（ジョハリの窓をリスクに応用したとき）に気付くことができず、失敗の本質に辿り着け
ない。失敗の本質とは、複数の失敗要因が連なって、より大きな失敗を生み出していった「失
敗連鎖の過程」である。そこで主要な「失敗要因」がいかにして「大失敗へと結びついていっ
たのか」という連続した「失敗過程（プロセス）」を検証し、原子力防災の「失敗の構造」を明
らかにする。また原発依存の体制に代わる新たな方策について検討し、未来のエネルギー政策
について言及する。 
 
３．研究の方法 
原子力推進体制は原発ムラの現状を維持するという以外の代替案は、全く受け付けない柔軟
性を欠く体制である。そのために、彼らは原子力防災の失敗（原発事故）の総括を正しく行う
ことができない。原発推進体制下では、「推進という結論ありき」の「原子力防災の失敗分析」
になってしまい、その失敗は「技術的」もしくは「制度的」なこととして矮小化され、回復可
能なものとして再稼働の理由にされる。「失敗要因の究明」「安全面での徹底的な検証」「再稼働
の際の明確な責任の所在」の３点については、原発推進体制の枠内で済ましてはならない。 
 原発推進体制に欠けている「原子力防災の失敗要因」を抽出し、本研究チームで検証してい
く必要がある。さらに市民セクターが科学技術政策や原子力防災に与えてきたインパクトもし
くは影響を行使できなかった事情を追い、被害者集団や市民プロデューサーの原発防災の役割
についての検討を行う。こうした方法は社会的ガバナンスの機能分析でもあり、原発推進体制
内で行われる内部監査の如きガバナンスとは一線を画すものである。研究メンバー各自は、ヒ
アリングや現地調査を実施し、原子力防災の失敗要因としてあげた主要問題の調査レポートを
作成し、会合や学会で相互検討を実施する。 
 
４．研究成果 
 原子力防災の失敗要因を把握するに際して、その責務を負う体制の時代区分をすることは重
要である。それは 1956 年の原子力委員会の時代に始まり、70 年代末からは科学技術庁優位の
時代に移り、2001 年に入ると経済産業省優位の時代へとシフトした。この後 2011 年に東日本
大震災に伴う福島原発事故が過酷事故として出現した。原子力政策をリードする主体が変化す
るにつれて、その防災体制や安全意識にも変化はあったが、これまでの原子力安全規制がどの
ようなものであったのかを概括すれば、一貫して日本の原子力防災の脆弱さを見て取ることが
できる。こうした時代区分の後に、2012 年以降は現在の原子力安全規制の中心である原子力規
制委員会の時代へと入った。 
ただ、日本の原子力防災については福島事故前の体制を基本的に維持しており、防災計画の
策定・実施は地方自治体に丸投げした状態にある。事故調査・検証については本来、国会等に
常設の事故調査委員会を設置すべきだが、それまでは原子力規制委員会が廃炉作業に組み込む
形で現場保存に留意して原因・経過の調査を行うべきである。しかし現状ではそれが欠落して
いる。同じ行政組織が推進と規制を兼任していることも問題である。また根本問題として原子
力規制委員会・規制庁のメンバーが旧態依然で、「新しい革袋に古い酒を盛った」状態にある。
こうした原子力行政の現状を見れば、日本における「原子力行政のガバナンス」には福島原発
事故以前と同様の不備が見て取れる。 
日本の原子力防災システムはその安全対策において失敗をしたが、それらはハードウェアと
ソフトウェアの側面から分析できる。ソフトウェアは原子力防災を担う三つの組織系統のいず
れもが機能障害に陥ったことを指摘できる。一つは首相官邸に設置される原子力対策本部を頂
点とする「政府中枢司令部」であり、二つ目は原子力発電所敷地内で発電会社が中核となる「オ
ンサイト司令部」、三つ目が核施設の敷地の外に置かれて災害対処を行う「オフサイト司令部」
である。これらのいずれもが機能不全に陥った。 
それ以外にも広く歴史的社会的視野から防災および安全対策を弱体化させる要因があった。
市民セクターの呼びかけを軽視する行政や社会の認識があり、また科学技術者養成を推進する
一方で、安全対策を行う人材養成が不足している教育の問題、被害者視点の欠如、安全神話の
形成に寄与してきたマスメディア、そしてこうした社会土壌を作り上げてきた原子力推進体制
の主役である原子力村と呼称される利益集団である。 



一方、地域住民や環境団体まで含んだもっと広い意味での「社会的ガバナンス機能」には原
発事故を境に変化の兆候を見て取れる。福島原発事故以降の運動の特徴としては、保守と革新
を超えた運動になりつつあることである。ただメディアが報じるような「大衆運動」とまでは
いかない。原発反対集会等において参与観察をすれば、革新系の団体による行動が目立ち、保
革連帯といえるような状況ではない。しかし、それは保守系の脱原発が動いていないことを意
味しない。また「被害者運動」が訴訟裁判という形で出てきたことも特徴である。原発被害者
の「損害賠償請求」は、その補償が十分かどうかは別にしても、有利な闘いを繰り広げつつあ
る。その裁判結果は、これまで失敗し続けた「差し止め訴訟」にも影響を及ぼす。これらの脱
原発行動は、今後の「エネルギー政策」に影響する可能性を秘めている 
資源小国日本のエネルギー政策は、今後の世界のエネルギー政策にも影響を及ぼす。注目す
べきは、次世代のエネルギーを、再生可能エネルギーに託すのか、それとも原子力に頼るのか
という選択であり（もしくは他のエネルギー資源）、人類史的な分岐点になる可能性がある。2011
年の福島原発事故以降の日本政府は、原発のみに依存しないエネルギー資源を模索しており、
実際の政策もその方向性を確かに示してはいる。ただ、脱原発を進める有効な方法の一つは、
再生可能エネルギーによる安定的電力供給である。それは技術的な意味だけでなく、経済的・
政治的な成功が要求されるものである。原発の既得権益に対してなされる再生可能エネルギー
業界の興隆と新たな権益構造の構築は、新しい「鉄の三角形」の誕生といっても過言ではない。
こうした新たな権益構造が確立したときに初めてエネルギー転換がなされたといえるのかもし
れない。ただ、こうした利権構造を社会政策の有効な存在と見なすべきかどうかについては、
さらなる検討が必要である。利権構造を単に批判的対象として見るだけでなく、多元的民主主
義においてなされる「政策転換の手法」として肯定的に理解することも可能である。なお、こ
こでいうエネルギー転換とは、ドイツ語の Energiewende の訳語であり、世界的に進行している
エネルギー需給の中長期的・構造的な変化をあらわす。今日のエネルギー転換の特徴は、再生
可能エネルギーと省エネルギーの進展による持続可能なエネルギー需給へ向けての転換である。
そこでは化石エネルギー（炭化水素）の絶対優位が崩れ、原子力発電もまた衰退すると見込ま
れる。 
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